
5-1  平成 16 年 3月期  個別財務諸表の概要              平成 16 年 5 月 27 日 

 

上 場 会 社 名           株式会社デイ・シイ                       上 場 取 引 所  東証一部 
コ ー ド 番 号           5234                                      本社所在都道府県  神奈川県 
（ＵＲＬ  http://dccorp.jp） 
代    表    者  役職名  代表取締役社長           氏名  塙本  隆弘 
問合せ先責任者  役職名  取締役常務執行役員管理本部長  氏名  仁田峠  宏司     ＴＥＬ  (044)223-4751 
決算取締役会開催日  平成 16 年 5 月 27 日          中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日  平成 16 年 6 月 29 日          単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１．16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                （百万円未満切捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円          ％ 百万円          ％ 百万円          ％ 

16 年 3 月期 15,192     59.3 962     39.9 713     29.5 

15 年 3 月期 9,536    △8.9 688     23.4 550   △19.2 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在株式調 整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円          ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 443    △2.2 16.75 15.42 2.8 2.1 4.7 

15 年 3 月期 453      9.6 18.23 14.87 3.4 2.0 5.8 

(注) ①期中平均株式数        16 年 3 月期  25,289,184 株    15 年 3 月期  23,776,690 株 
     ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 5.00 0.00 5.00 158 29.9 0.9 

15 年 3 月期 6.00 0.00 6.00 142 32.9 1.1 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 40,003 18,440 46.1 581.71 

15 年 3 月期 26,923 13,120 48.7 551.13 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期  31,666,104 株    15 年 3 月期  23,770,961 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期      30,306 株    15 年 3 月期       7,449 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 9,800 450     250     0.00       －     － 

通   期 20,000    900     500    －     5.00     5.00 

（参考)１株当たり予想当期純利益(通期)    15 円 79 銭 
（注）1.上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績

は今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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（添付資料） 

５－２ 個別財務諸表等 

１．貸借対照表比較 

前 期     

（平成15年3月31日） 

第一セメント㈱ 中央商事㈱ 

当 期     

（平成16年3月31日） 科 目     

金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比 

増減金額 

（資産の部） 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 

流動資産 8,442 31.4 5,741 38.7 9,842 24.6 1,400 

現金・預金 4,618  933  2,533  △2,085 

受取手形 980  1,969  2,527  1,546 

売掛金 1,345  2,016  2,848  1,503 

商品 －  57  81  81 

製品・半製品 119  77  188  68 

原材料品 501  61  414  △87 

仕掛品 －  13  －  － 

貯蔵品 －  9  －  － 

短期貸付金 600  347  387  △212 

繰延税金資産 130  65  190  59 

未収入金 146  －  545  399 

その他の流動資産 －  207  132  132 

貸倒引当金 △0  △17  △4  △3 

固定資産 18,481 68.6 9,113 61.3 30,161 75.4 11,679 

有形固定資産 14,931 55.4 2,454 16.5 18,925 47.3 3,994 

建物 3,524  940  4,849  1,325 

構築物 2,135  177  2,269  133 

機械装置 4,253  213  4,577  324 

車輌運搬具 7  2  9  1 

工具器具備品 34  51  111  76 

原料地 34  －  34  － 

土地 4,655  1,067  6,851  2,196 

建設仮勘定 286  1  222  △63 

無形固定資産 14 0.1 2,859 19.2 2,823 7.1 2,808 

採取権 －  2,634  2,603  2,603 

借地権 1  154  150  148 

ソフトウェア －  11  7  7 

施設利用権 10  －  55  45 

その他の無形固定資産 2  57  6  3 

投資その他の資産 3,534 13.1 3,800 25.6 8,411 21.0 4,876 

関係会社株式 335  1,117  665  330 

投資有価証券 2,553  257  6,028  3,475 

出資金 －  153  333  333 

長期貸付金 97  305  355  258 

長期前払費用 327  11  343  16 

賃貸用不動産 －  1,027  －  － 

保険積立金 －  152  －  － 

繰延税金資産 －  256  －  － 

再評価に係る繰延税金資産 －  328  327  327 

保証金 －  96  －  － 

その他の投資 222  96  386  164 

貸倒引当金 △0  △3  △27  △27 

資 産 合 計       26,923 100.0 14,855 100.0 40,003 100.0 13,080 
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前 期     

（平成15年3月31日） 

第一セメント㈱ 中央商事㈱ 

当 期     

（平成16年3月31日） 科 目     

金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比 

増減金額 

（負債の部） 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 

流動負債 7,871 29.3 7,569 51.0 8,507 21.3 636 

支払手形 －  746  547  547 

買掛金 1,278  1,324  2,079  800 

短期借入金 1,286  4,906  4,115  2,829 

1年以内償還予定転換

社債 3,842  －  －  △3,842 

1年以内償還予定社債 －  100  100  100 

預り保証金 144  －  54  △90 

未払金 473  116  258  △215 

未払費用 491  267  900  409 

賞与引当金 －  44  －  － 

設備支払手形 －  44  －  － 

未払消費税等 15  －  49  34 

未払法人税等 237  6  214  △22 

修繕引当金 67  －  78  11 

その他の流動負債 34  12  110  75 

固定負債 5,931 22.0 3,289 22.1 13,055 32.6 7,123 

社債 －  400  300  300 

長期借入金 3,507  2,344  8,899  5,392 

預り保証金 946  147  1,055  108 

退職給付引当金 595  77  674  79 

役員退職慰労引当金 285  72  351  65 

緑化対策引当金 －  88  87  87 

跡地整地引当金 －  72  74  74 

長期繰延税金負債 596  －  1,589  992 

その他 －  86  21  21 

負 債 合 計       13,802 51.3 10,859 73.1 21,563 53.9 7,760 
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前 期     

（平成15年3月31日） 

第一セメント㈱ 中央商事㈱ 

当 期     

（平成16年3月31日） 科 目     

金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比 

増減金額 

（資本の部） 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 

資本金 3,402 12.6 1,156 7.7 3,402 8.5 － 

資本剰余金 2,478 9.2 1,021 6.9 3,994 10.0 1,515 

資本準備金 2,478  1,021  3,980  1,502 

 自己株式処分差益 －  －  13  13 

利益剰余金 6,633 24.6 2,562 17.3 9,373 23.4 2,740 

利益準備金 458  133  591  133 

任意積立金 5,357  1,753  7,242  1,885 

特別償却準備金 －  6  4  4 

固定資産圧縮積立金 606  －  917  310 

固定資産圧縮特別勘定
積立金 

129  46  －  △129 

研究積立金 21  －  21  － 

別途積立金 4,600  1,700  6,300  1,700 

当期未処分利益 817  676  1,539  722 

土地再評価差額金 － － △740 △5.0 △741 △1.9 △741 

その他有価証券評価差額金 607 2.3 0 △0 2,413 6.0 1,806 

自己株式 △1 △0 △2 △0 △2 △0 △1 

資 本 合 計       13,120 48.7 3,996 26.9 18,440 46.1 5,319 

負債および資本合計 26,923 100.0 14,855 100.0 40,003 100.0 13,080 
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２．損益計算書比較 

 

前 期     

（平成15年3月31日） 

第一セメント㈱ 中央商事㈱ 

当 期     

（平成16年3月31日） 科 目     

金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比 

増減金額 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 

売上高 9,536 100.0 13,156 100.0 15,192 100.0 5,656 

売上原価 7,224 75.8 11,213 85.2 11,836 77.9 4,612 

売 上 総 利 益 2,311 24.2 1,943 14.8 3,355 22.1 1,044 

販売費及び一般管理費 1,623 17.0 1,699 13.0 2,393 15.8 769 

営 業 利 益        688 7.2 244 1.8 962 6.3 274 

営業外収益        

受取利息及び配当金 67  15  66  △0 

賃貸用不動産収入 －  109  －  － 

その他の収益 32  72  45  12 

計 99 1.1 196 1.5 112 0.8 12 

営業外費用        

支払利息 140  92  209  69 

賃貸用不動産費用 －  37  －  － 

採取権償却費 －  42  －  － 

その他の費用 96  13  151  55 

計 237 2.5 185 1.4 361 2.4 124 

経 常 利 益        550 5.8 255 1.9 713 4.7 162 

特別利益        

固定資産売却益 277  －  234  △42 

投資有価証券売却益 －  －  28  28 

関係会社株式売却益 －  －  15  15 

貸倒引当金戻入額 －  －  1  1 

計 277 2.9 － － 279 1.8 2 

特別損失        

固定資産廃却損 21  7  162  141 

投資有価証券評価減 1  59  －  △1 

ゴルフ会員権評価減 13  －  4  △8 

貸倒損失 19  3  －  △19 

役員退職金 －  49  －  － 

合併関連費用 －  41  33  33 

社葬費用 －  10  －  － 

保険解約損 －  7  －  － 

リース解約金 －  1  －  － 

本社移転費用 －  －  68  68 

貸倒引当金繰入額 －  －  20  20 

計 55 0.6 178 1.3 289 1.9 234 

税引前当期純利益 772 8.1 76 0.6 702 4.6 △69 

法人税、住民税及び事業税 250 2.6 6 0.0 223 1.5 △26 

法人税等調整額 69 0.7 46 0.4 35 0.2 △33 

当期純利益 453 4.8 23 0.2 443 2.9 △9 

前期繰越利益 364  652  506  141 

合併により引継いだ

未処分利益 
－  －  590  590 

当期未処分利益 817  676  1,539  722 
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３．利益処分案比較 

前期 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日）  

第一セメント㈱ 中央商事㈱ 

当期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

増減 

科目 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

当期未処分利益 817 676 1,539 722 

任意積立金取崩額     

特別償却準備金取崩額 － 1 1 1 

固定資産圧縮特別勘定積
立金取崩額 

129 46 － △129 

合 計 947 724 1,541 593 

     

株主配当金 142 80 158 15 

 １株につき６円 １株につき10円 １株につき５円  

 （普通配当 ５円    

 特別配当 １円）    

     

特別償却準備金 － 0 － － 

取締役賞与金 20 － 20 － 

固定資産圧縮積立金 278 31 110 △168 

別途積立金 － － 600 600 

次期繰越利益 506 612 652 146 
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４．重要な会計方針 

前期 
項目 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 
当期 

その他有価証券 (1）子会社株式及び関連会社株式 その他有価証券 １．有価証券の評価基

準および評価方法 時価のあるもの 移動平均法による原価法 時価のあるもの 

 …決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の

評価基準及び評価

方法 

───── 時価法 時価法 

製品  移動平均法による原価法 (1）商品、製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法 

製品  主として移動平均法による

原価法 

半製品      〃  半製品      〃 

３．たな卸資産の評価

基準および評価方

法 

原料品      〃 (2）貯蔵品 原料品      〃 

 貯蔵品      〃 最終仕入原価法による原価法 

 （ただし、栃木工場及び群馬

工場の切削用部品については総

平均法による原価法） 

貯蔵品      〃 

有形固定資産 定率法 (1）有形固定資産 有形固定資産 定率法 ４．固定資産の減価償

却の方法 

 

 

 

ただし、不動産賃貸

事業用資産は定額法 

主な耐用年数 

建物…31年～38年 

機械装置…13年 

定率法 

 （ただし、栃木工場及び群馬

工場は定額法） 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定額

法。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおり。 

建物及び構築物   ５～47年 

機械装置及び運搬具 ６～８年 

ただし、不動産賃貸

事業用資産は定額法 

主な耐用年数 

建物…31年～38年 

機械装置…13年 

 無形固定資産 定額法 (2）無形固定資産 無形固定資産 定額法 

 投資その他の
資産のうち長
期前払費用 

均等償却 

  

定額法 

 （ただし、採取権については

生産高比例法） 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法。 

(3）長期前払費用及び賃貸用不動産 

定額法 

ただし、採取権に

ついては生産高比

例法 

投資その他の
資産のうち長
期前払費用 

均等償却 

  

５．繰延資産の処理方

法 

───── 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

───── 
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前期 
項目 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 
当期 

６．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

─────  外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。 

７．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案して回収不能見込額

を計上しております。 

売上債権、貸付金等貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を勘案して回収不能見込額

を計上しております。 

 修繕引当金 修繕引当金 

 当期において負担すべき耐火煉

瓦、媒体およびキルン修繕等に要

する材料費ならびに外注費のうち

未支出分を定期修理後から当期末

までの生産数量によって計上して

おります。 

当期において負担すべき耐火煉

瓦、媒体およびキルン修繕等に要

する材料費ならびに外注費のうち

未支出分を定期修理後から当期末

までの生産数量によって計上して

おります。 

 退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における自己都合退職金要

支給額に基づき計上しておりま

す。 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における自己都合退職金要

支給額に基づき計上しておりま

す。 

 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

全額を計上しております。 

緑化対策引当金 

 将来の林地開発跡地の緑化のた

めの支出に備えて、期末における

必要な緑化対策費用の見積額を計

上しております。 

跡地整地引当金 

 役員退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

全額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて、

支給見込額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えて、当

期末における退職給付債務及び年

金資産に基づき当期末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

て、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

(5）緑化対策引当金 

 将来の林地開発跡地の緑化のた

めの支出に備えて、期末における

必要な緑化対策費用の見積額を計

上しております。 

(6）跡地整地引当金 

 将来の砂利採取跡地の整地のた

めの支出に備えて、期末における

必要な跡地整地費用の見積額を計

上しております。 
 将来の砂利採取跡地の整地のた

めの支出に備えて、期末における

必要な跡地整地費用の見積額を計

上しております。 

８．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 
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前期 
項目 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 
当期 

９．ヘッジ会計の方法 ───── (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理をしておりま

す。なお、金利スワップ及び金利

オプションについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処

理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

 骨材輸入に関する予定取引に係

る為替変動リスクをヘッジするた

めに、社内管理規程に基づき為替

予約契約を締結しております。

又、変動金利の借入金に関する金

利変動リスクをヘッジするため

に、社内管理規程に基づき金利ス

ワップ契約及び金利オプション契

約を締結しております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ取引開始時には、社内管

理規程に基づき予想される相場変

動をヘッジ手段に個別に対応させ

て有効性を判定しております。

ヘッジ取引時以降はヘッジ対象と

ヘッジ手段との間の相関関係を社

内管理規程に基づきテストしてお

ります。 

 なお、特例処理によった金利ス

ワップ及び金利オプションについ

ては、有効性評価を省略しており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理をしておりま

す。なお、金利スワップ及び金利

オプションについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処

理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針 

 原材料輸入に関する予定取引に

係る為替変動リスクをヘッジする

ために、社内管理規程に基づき為

替予約契約を締結しております。

又、変動金利の借入金に関する金

利変動リスクをヘッジするため

に、社内管理規程に基づき金利ス

ワップ契約及び金利オプション契

約を締結しております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ取引開始時には、社内管

理規程に基づき予想される相場変

動をヘッジ手段に個別に対応させ

て有効性を判定しております。

ヘッジ取引時以降はヘッジ対象と

ヘッジ手段との間の相関関係を社

内管理規程に基づきテストしてお

ります。 

 なお、特例処理によった金利ス

ワップ及び金利オプションについ

ては、有効性評価を省略しており

ます。 
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前期 
項目 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 
当期 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 10．その他財務諸表作

成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 税抜方式によっております。 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 (2）自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（企業

会計基準第１号）が平成14年４

月１日以後に適用されることに

なったことに伴い、当期から同

会計基準によっております。こ

れによる当期の損益に与える影

響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当期における貸借対照表

の資本の部については、改正後

の財務諸表等規則により作成し

ております。 

(2）自己株式及び法定準備金の取崩

等関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」（企業会

計基準第１号）が平成14年４月１

日以後に適用されることになった

ことに伴い、当期から同会計基準

によっております。これによる当

期の損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、財務諸表等規則の改正に

より、当期における貸借対照表の

資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しており

ます。 

────── 

 (3）１株当たり情報 (3）１株当たり情報 ────── 

 「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第

２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

４号）が平成14年４月１日以後

開始する期に係る財務諸表から

適用されることになったことに

伴い、当期から同会計基準及び

適用指針によっております。な

お、これによる影響について

は、「１株当たり情報に関する

注記」に記載しております。 

 「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）

が平成14年４月１日以後開始する

期に係る財務諸表から適用される

ことになったことに伴い、当期か

ら同会計基準及び適用指針によっ

ております。なお、これに伴う影

響はありません。 
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会計処理方法の変更 

前期 
（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 

当期 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

① 従来、建材（グラウト材）加工収入は営

業外収益に、同加工費用は営業外費用に計

上しておりましたが、当期より売上高及び

売上原価にそれぞれ計上する方法に変更し

ております。 

 この変更は、取扱量の増加により建材加

工部門の業務の重要性が高まったことか

ら、区分損益をより適正に表示するために

行ったものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場

合と比べ、売上高は110百万円、売上原価

は92百万円、営業利益は17百万円それぞれ

増加しておりますが、経常利益及び当期純

利益に与える影響はありません。 

────── ────── 

② 従来、可燃廃棄物処理収入は売上原価の

控除科目として、また、再生粘土の改質・

売却収入は改質費用等を控除した純額を原

料品売却益として営業外収益に計上してお

りましたが、当期より可燃廃棄物処理収入

及び再生粘土の改質・売却収入を売上高

に、再生粘土の改質費用等を売上原価に計

上する方法に変更しております。 

 この変更は、廃棄物処理等を行う環境リ

サイクルの取扱量が増加したことにより、

環境リサイクル業務の重要性が高まってき

たこと及び同業務を事業として確立すべく

社内組織機構を整備したことから、区分損

益をより適正に表示するために行ったもの

であります。 

 この変更により、従来の方法に比べ、売

上高は125百万円、売上原価は83百万円、

営業利益は41百万円それぞれ増加しており

ますが、営業外収益が41百万円減少してお

り、経常利益及び当期純利益に与える影響

はありません。 

────── ────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前期 
（平成15年３月31日） 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 

当期 
（平成16年３月31日） 

  百万円 百万円   百万円 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 

21,772 

１．有形固定資産の減価償却累計額  2,284 

２．賃貸用不動産の減価償却累計額    486 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 

25,496 

３．担保に供している資産    ２． 

    

   

 
建物 763 

土地 371 

借地権 143 

投資有価証券 6 

賃貸用不動産 466 

計 1,749 
  

 

担保に供している資産 
 

建物 833 

土地 738 

借地権 143 

計 1,715 

   ３． 会社が発行する株式の

総数 普通株式 

48,000,000株 

   

４．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数（普通株式） 28,000,000株

発行済株式総数（普通株
式） 

8,088,000株

 

 発行済株式総数 普通

株式 

31,696,410株 

４． 自己株式 ５．当社が保有する自己株式の数 ４． 自己株式 

 普通株式       7,449株 普通株式          6,980株  普通株式      30,306株 

５． 保証債務 1,253 ６．保証債務            1,873 ５． 保証債務 4,166 

６． 受取手形裏書譲渡高 259  ６． 受取手形裏書譲渡高 254 

       

   

   

７．土地再評価差額金 

土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地（「有形固定資産」の土

地及び「賃貸用不動産」に含まれる土

地）の再評価を行い、当該再評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金資産」として資産の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上して

おります。 

７． 土地再評価差額法 

土地の再評価に関する法律（平成10

年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地（「有形固定資産」

の土地及び「賃貸用不動産」に含まれ

る土地）の再評価を行い、当該再評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金資産」として資産の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上し

ております。 

   再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額に基づき合理的な調整を行

い算出しております。 

 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第３号に定める固定資産税

評価額に基づき合理的な調整を行い算

出しております。 

   再評価を行った年月日 

平成14年３月31日

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△42百万円

  

 再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

△143百万円

 

 

（リース取引関係） 

EDINETによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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（税効果会計関係） 

当期 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 百万円

繰延税金資産（流動）  

未払固定資産税 32 

修繕引当金 32 

賞与引当金 42 

その他の投資評価減 44 

その他 38 

 190 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 251 

役員退職慰労引当金否認 143 

減価償却超過額 147 

栃木工場機械装置売却損否認 125 

跡地整地引当金否認 30 

緑化対策引当金否認 35 

その他 34 

繰延税金資産小計 768 

税務上の繰越欠損金 － 

繰延税金資産合計 958 

繰延税金負債（固定）  

特別償却準備金 1 

固定資産圧縮積立金 703 

その他有価証券評価差額 1,652 

繰延税金負債合計 2,358 

繰延税金資産の純額 △1,399 
  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 42.0 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7 

住民税均等割額 1.0 

過年度未計上一時差異 △7.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6 

その他 0.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.8 
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前期 
（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 

当期 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

３．地方税法等の一部を改正する法

律（平成15年法律第９号が平成

15年３月31日に公布されたこと

に伴い、当期の繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成16年４月１日以降解消

が見込まれるものに限る。）に

使用した法定実効税率は、前期

の42.0％から40.64％に変更さ

れております。この結果、当期

末の繰延税金負債の金額（繰延

税金資産の金額を控除した金

額）が5百万円減少し、当期に

計上された法人税等調整額が5

百万円減少しております。 

３．地方税法等の一部を改正する法

律（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布されたこ

とに伴い、当期の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成16年４月１日以降解消

が見込まれるものに限る。）に

使用した法定実効税率は、前期

の42.0％から40.7％に変更され

ました。その結果、繰延税金資

産の金額（繰延税金負債の金額

を控除した金額）が7百万円減

少し、当期に計上された法人税

等調整額が7百万円増加し、そ

の他有価証券評価差額金が0百

万円減少しております。また、

再評価に係る繰延税金資産が10

百万円減少し、土地再評価差額

金が同額減少しております。 

────── 

 



 

 

株式会社デイ・シイ 

－  － 

 

 

45 

（１株当たり情報） 

前期 
 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 
当期 

１株当たり純資産額（円） 551.13 494.56 581.71 

１株当たり当期純利益（円） 18.23 2.93 16.75 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

14.87  15.42 

  当期から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、従来の方法により算定し

た場合の当期の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなりま

す。 

────── 

 
 
１株当たり純資産額 551.97円

１株当たり当期純利益 19.07円
  

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につきまして

は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 当期から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。これ

に伴う影響はありません。  

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益          15.52円 

  

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

前期 
（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日）  

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 

当期 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益 453 23 443 

普通株主に帰属しない金額 20 － 20 

（うち利益処分による役
員賞与金） 

（20） （－） （20） 

普通株式に係る当期純利益 433 23 423 

期中平均株式数（株） 23,776,690 8,083,000 25,289,184 

    

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額 

   

当期純利益調整額 23 － 20 

（うち支払利息（税額相
当額控除後）） 

（21） － （19） 

（うち事務手数料（税額
相当額控除後）） 

（2） － （1） 

普通株式増加数（株） 6,935,018 － 3,477,010 

（うち転換社債） （6,935,018） － （3,477,010） 
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（重要な後発事象） 

前期 
（自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日） 

第一セメント㈱（第81期） 中央商事㈱（第49期） 

当期 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

────── １．コンクリート二次製品製造事業の譲渡 ────── 

  平成15年４月１日を期日として当社栃木

工場及び群馬工場のコンクリート二次製品

の製造事業を当社100％子会社である新生

工業株式会社へ譲渡いたしました。 

 譲渡に関する事項は、次のとおりであり

ます。 

 

 (1）譲渡する部門の売上高及び営業利益  

 （平成15年３月期実績）  

 イ．譲渡部門の年間売上高  

 ７億５百万円  

 平成15年３月期総売上高（131億円

56百万円）に占める割合   5.3％ 

 

 ロ．譲渡部門の年間営業利益 21百万円  

 平成15年３月期営業利益（２億44百

万円）に占める割合     8.7％ 

 

 (2）譲渡する資産及び負債  

 原材料36百万円 仕掛品13百万円 貯

蔵品４百万円 

 

 (3）譲渡の方法等  

  営業権は無償で譲渡し、コンクリート

二次製品の工場施設（建物、土地、機械

装置等）は、新生工業株式会社に賃貸

（賃貸料：年間２億88百万円）いたしま

す。 

 

 ２．全国生コン産業厚生年金基金からの脱会  

  当社は、昭和57年11月に社員の福利厚生

に資する目的で厚生年金の一部代行機関で

ある「全国生コン産業厚生年金基金」に加

入いたしましたが、平成15年10月１日予定

の第一セメント株式会社との合併に先立

ち、平成15年３月26日開催の当社取締役会

において本年４月30日付をもって当該基金

から脱会することを決定いたしました。 

 脱会の手続きにつきましては、既に同基

金の代議員会の承認を受け、平成15年５月

30日付で厚生労働省厚生局に正式に認可さ

れました。 

 つきましては、同基金の規約上、脱会に

伴う未償却過去勤務債務等の支払いの義務

が生じ、その額は１億13百万円となりま

す。 
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５－３. 役員の異動 

（平成16年６月29日予定） 

 

1.代表者の異動  該当事項はありません。 

 

2.その他の役員の異動 

退任予定取締役 

取締役相談役   野 復 雅 之（相談役就任予定） 

取 締 役   岸 本 純 幸 

 

 

以 上    


